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法人税コンプライアンス

法人所得税

居住者は全世界所得が課税対象となり、原則22％の税率で課税される。中間納付は各四半期毎に行う必要があり、確定
申告及び納付は課税事業年度終了後3か月以内に実施する必要がある。

居住者

ミャンマー会社法の規定に基づき設立された法人

上記法人以外の場合、管理支配が行われる場所が

ミャンマーで重要な意思決定の全てがミャンマー国内で
行われている組織体

居住者の

課税範囲
全世界所得課税

税率

22％ (なお、上場会社の場合、17％）
2022年4月1日より、石油・ガス事業を行う企業の税
率は25％に引き上げられた。

課税年度 4月1日から翌年3月31日

申告納付

期限
課税事業年度終了の日から3か月以内

‘24/4/1 ‘25/3/31 ‘25/6/30

中間納付（各四半期最終日から10日以内）

申告納付

（課税事業年度終了の日から3か月以内）

中間納付

各四半期の最終日から10日以内に納付する必要が
ある。違反した場合には、各四半期毎に10％、合計
で40％のペナルティが課される。

時効
税務年度終了の日から6年
（不正がある場合12年）

連結納税

制度
なし

税制改正
主に適用税率、控除等の恩典を規定する連邦法人
税（Union Tax Law; UTL)の改正は事業年度開始前
に公表される。

納税者識別
番号(TIN)

投資企業管理局（DICA)その他の省庁に登録された
企業は、登録日から90日以内にIRDに納税者識別
番号（TIN）を申請しなければならない。

キャピタル

ゲイン・ロス

◼ キャピタルゲインは、事業（通常）所得から分離さ
れ、別途、10％の税率で課税される（ただし、年
間の譲渡対価の合計が1,000万MMK以下の場合
課税の対象されない）。

◼ キャピタルゲインは、譲渡等があった日から1か月以
内に申告しなければならない。

◼ キャピタルロスは、他の所得と相殺できず、繰越も

できない。ただし、同一の税務年度に生じたキャピタ
ルゲインからは相殺できる。
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課税所得計算（1/2）

損金性が認められる費用について

◼ 以下の要件を満たす費用は損金の額に算入することができる。

１事業所得を獲得するために要した

費用

課税所得 税引前利益 損金不算入 益金不算入 繰越欠損金 税率

損金算入項目

原則、事業に関連しない費用及び資本的支出は損金の額に算入されない。

◼ として、留意するべき項目の代表例

売上原価 先入先出法もしくは平均法を選択。

寄附金
認定を受けた団体への寄付金については、損金算入が
認められている（ただし、総所得の25％相当額を上限と
する）。

減価

償却費等

建物 ◼ 1.25％-10％

機械
装置

◼ 2.5％-20%

車両 ◼ 5%-20%

損金不算入

引当金 原則、損金算入は認められない。
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課税所得計算（2/2）

課税所得 税引前利益 損金不算入 益金不算入 繰越欠損金 税率

益金算入項目

◼ として、留意するべき項目の代表例益金不算入

受取配当 益金不算入となる。

キャピタル

ゲイン

キャピタルゲインは、事業（通常）所得から分離され、別
途、10％の税率で課税される（ただし、年間の譲渡対価
の合計がMMK1,000万以下の場合課税の対象されな
い。）キャピタルゲインは、譲渡等があった日から1か月以
内に申告しなければならない。

◼ について

◼ について

繰越欠損金

税率

欠損金等 繰越期限
◼ 3年間の繰越が認められる。
◼ 繰戻しは認められない。

税率

22％ (なお、上場会社の場合、17％）
2022年4月1日より、石油・ガス事業を行う企業の税
率は25％に引き上げられた。

◼ 2023年4月1日より、新たに設立された中小企業については、操業開始
事業年度を含む連続3年間において年間総所得のうち15百万MMKまで
につき、法人所得税が免除される。なお、所得のうち15百万MMKを超え
る所得については、法定税率が適用される。

◼ 適用を受けるには、民間産業法、中小企業振興法その他適用される法

律により所管の中小企業部門が発行する登録証明書を提出する必要
がある。

◼ 登録証明書に記載された日の属する会計期間が操業開始事業年度と
みなされ、操業開始事業年度以降の連続3年間が免除の対象となる。

法人所得税関連の中小企業優遇措置
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居住者による利子・配当・使用料の支払いに係る源泉所得税

非居住者に対して支払われる資産の譲渡、役務提供対価についても源泉税の対象となるため、留意が必要である。

◼ ミャンマー法人が資産の譲渡、役務提供対価を、非居住者に支払う場合、当該対価に対して2.5％の源泉税が課される。

（免除を受けるためには、IRDの事前確認を得る必要がある。）

ミャンマー法人

ミャンマー法人

国内向支払

国外向支払

日本

ミャンマー

日本親会社

税率

居住者 非居住者

国内法 租税条約

利子 0％ 15％

配当 0％ 0％

使用料 10％ 15％

所得
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進出時の資金注入方法の比較に係る留意点

進出・撤退時の留意すべき課税関係（1/2）

日本

ミャンマー

ミャンマー

子会社

日本親会社

配当・
利子

資本金・

貸付

① 源泉所得税

②課税所得計算への影響

①源泉所得税 日本親会社

ミャンマー国内法上、ミャンマー法人が支払う配当については、

その支払い先が非居住者であっても、源泉税は課されない。
一方で、支払利子については、当該支払利子に対して15％の
最終源泉所得税が課されることとなる。

株主に対して支払われる配当は、損金の額に算入することがで

きない。一方、日本の親会社に対する支払利子は、損金の額
に算入することができる。

また現状、ミャンマーにおいては、移転価格税制及び過少資本

税制が規定されていないことから、資本注入と借入による資金

調達のバランスや利率の設定についてもやや柔軟に設定するこ
とができる。

対価を

受領する者

適用税率

配当 利子

非居住者 0% 15％

②課税所得計算への影響
ミャンマー

子会社
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撤退時のキャピタルゲイン（譲渡益）課税

進出・撤退時の留意すべき課税関係（2/2）

清算時の残余利益に対する課税

日本

ミャンマー

ミャンマー子会社

日本親会社

株式譲渡益

◼ ミャンマーにおけるキャピタルゲイン課税

非居住者によってミャンマー法人が発行する株式の譲渡が行われた
場合に発生したキャピタルゲインは、10％の税率で課税されることと
なる。ただし、譲渡対価の総額が、当該資産等を譲渡した日の属す
る事業年度において10百万MMKを超えない場合、当該事業年度
におけるキャピタルゲイン課税は免除される。

日本親会社

◼ ミャンマーにおける配当課税の有無

残余財産の分配金等の合計額のうち、株主資本（資本金又は

資本剰余金）相当額までは資本の払戻しとして課税の対象と
ならない。

なお、分配金等の合計額が、株主資本を超える場合には、その

超える部分の金額は留保利益に該当し、配当金として取り扱わ
れるが、ミャンマー国内法上、課税の対象とならない。

日本

ミャンマー
残余利益
の分配

日本親会社

ミャンマー子会社

日本親会社
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進出形態の違いによる課税範囲・コンプライアンス手続き等の比較

課税所得の範囲、及び、支店の場合にはサービス収入・物品販売収入に係る源泉税が課される点に差異がある。

子会社

（現地法人）
支店

課税所得の範囲 全世界所得課税

ミャンマー国内源泉所得に対して課税される。

現在、ミャンマー国内法には、「支店」という概念が法規制されていない

ため、現地法人以外の組織体は、「非居住者」として取り扱われる。

法人所得税

適用税率
22％ 22％

申告手続き
事業年度終了の日から3か月以内に申告及び納税

（自己申告であることを前提）

事業年度終了の日から3か月以内に申告及び納税
（自己申告であることを前提）

利益の還流 配当源泉税は課されない 利益送金に源泉税は課されない

サービス収入・

物品販売収入

に係る源泉税

対象外
2.5％

（非居住者が受領するサービス・物品販売収入は

源泉徴収の対象となる。）
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雇用にかかるコスト・付加価値税・その他の間接税

従業員が少なくとも5名いる場合の事業者は、社会保障制度への加入が義務づけられる点に留意が必要である。

商業税

ミャンマー国内には、付加価値税は規定されておら

ず、それに類似する税目として商業税が規定されて
いる。 従業員の雇用

にかかる

コスト等

従業員が少なくとも5名いる場合の事業者は、社
会保障制度への加入が義務づけられる。事業者は
月額給与の3％もしくは300千MMKの3％のいずれ
か少ない金額を負担し、従業員は、月額給与の
2％もしくは300千MMKの2％のいずれか少ない金
額を負担する。

固定資産税

ヤンゴンに所在する、ホテル等を除く不動産（土地、
建物）の価値の13％
（税率はエリアにより異なる場合がある。）

ヤンゴン市開発当局(Yangon City Development
Council)に納付

印紙税

契約書（300MMKか対価の1％のいずれか高い金
額で、150千MMKを上限）・抵当権設定文書
（対価の0.5％）・譲渡証明書等（対価の2％）
に対して課される。

国境をまたぐ

デジタルサービス
への課税

なし

税率
標準税率は5％。
ただし、譲渡対象資産・サービ
スの種類により税率は異なる。

課税対象取引
国内において行われる資産

の譲渡及び役務の提供、輸

入

納税義務者
国内において製造、販売、

輸入、サービス提供を行う事

業者で、税務登録をした者

申告期限及び

納付期限

納付期限は、関連する月の

末日から10日以内。
申告期限は、各四半期末

日から1月以内。
加えて年度末から3か月以
内に年次申告書の提出が

求められる。

小規模事業者

免税の有無

年間の売上が50百万MMK
未満である事業者
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法人税にかかる各種優遇税制措置

項目 対象企業 優遇措置内容

ミャンマー投資法

Myanmar Investment Law
2016

ミャンマー投資法に基づき事業行う外国投資家
で、ミャンマー投資委員会(MIC)から許可を得た
企業

◼ 所得税の免除：投資活動を行う区域に応じて以下の期間、所得
税の免除が認められる。

➢ Zone 1：最初の7年間
➢ Zone 2：最初の5年間
➢ Zone 3：最初の3年間

◼ 関税その他の内国税の免除

◼ 投資許可もしくは是認を受けた事業活動により稼得した利益を1
年以内に当該事業もしくは類似事業に再投資した場合に当該再
投資事業活動により稼得した利益に係る所得税の免除。

◼ 投資活動の用に供される機械装置・建物その他資本資産の減価

償却計算につき、事業開始事業年度から法定耐用年数より短い
期間の利率を以てその計算することが認められる。

◼ ミャンマー国内においてミャンマー投資事業に関連して発生した研
究開発の損金算入

経済特別区法

Myanmar Special 
Economic Zones Law of 

2014

経済特別区（Special Economic Zone)に進出し
た企業

◼ 所得税の免除：進出地区に応じて以下の期間、所得税の免除
が認められる。

➢ Free Zone/Free Zone Business ：最初の7年間
➢ Promotion Zone/SEZ：最初の5年間

◼ 上記所得税免除期間終了後の5年間の所得税の50％減免。
◼ 所得税の50％減免期間終了後5年間は、稼得した利益を1年以
内に再投資する場合、当該再投資事業から生じた所得に係る所
得税の50％を免除する。

◼ 一定物品の関税の免除

◼ 欠損金の繰越期限を5年延長 など
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税務調査及び異議申立て・税務訴訟

税
控
訴
裁
判
所

(Tax
A

p
p

ealTrib
u

n
alO

ffice)

遡及期間

6年

納税者がSAS-3の内容に合

意できない場合、SAS-3の発

行から30日以内に局長による

レビューを申請することができる。

税
務
申
告
書
の
提
出

税
務
調
査

S
A

S
-

3

の
発
行(

結
果
通
知)

局
長(D

ire
cto

r G
e
n

e
ra

l)

レ
ビ
ュ
ー

納税者側

調査担当部門の調査官より、事前に税

務調査を開始する旨の通知が発行され

る。その後、税務調査の実施結果に関

する通知書（SAS-3）が発行される。

紛争解決手続き及びプロセス

税務当局

局長によるレビュー内容に合意

できない場合、90日以内に税

控訴裁判所に提訴することが

認められている。

納税者側

◼ 税務調査

➢ ミャンマー居住者によって完全支配されている現地法人（賦課

決定方式が採用されている法人）以外の法人については、自

己申告方式への移行が進められており、外国法人は、その全

てが自己申告方式による申告が求められるようになった。

➢ 現状、調査に要する期間等の具体的なガイドラインは示されて

いないが、通常は、税務調査開始前に調査官により調査期

間等が示される。

◼ 税務当局の名称：ミャンマー内国歳入庁（Internal Revenue

Department; IRD) https://www.ird.gov.mm/en

賦課決定課税方式からの移行期にある背景から、自己申告方式を採用する納税者に対しては、積極的に税務調査が行われている。

https://www.ird.gov.mm/en
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ホットトピックス

2023年5月1日から外貨送金時の手続きについて定めたStandard Operating 
Procedure(SOP)が適用され、現地法人が非居住者から徴収した源泉所得税を
国に納付する際の支払通貨について、現地通貨（ミャンマーチャット）は使用でき
ず、非居住者への支払通貨で行わなければならなくなった。

また、会計年度中に非居住者である外国人従業員の給与から源泉徴収を行う

場合にも、給与支払通貨と同じ通貨にて国への納付を行わなければならなくなっ
た。

論点

税務調査で重点的にみられる項目01

◼ 収益項目

商業税申告における売上高の金額と法人所得税申告の添付資料として提出し

た会計上の損益計算書との整合性

◼ 費用項目

➢ 原価計算関連資料

➢ 本社から請求される配賦費用の計算の妥当性が確認できる資料

➢ 給与、減価償却費などの特定の経費項目（申告経費の過不足が確
実な項目は机上調査が実施されやすい傾向にある。）

◼ コンプライアンス

➢ 期限内申告・納付が徹底されているか。

➢ リース契約における印紙税の適正処理の有無

➢ 関連者取引において、同一の者に対し、債権・債務を有する場合、相殺して
源泉税の徴収を行っていないかの確認

論点

02
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Pillar 2の法制化状況について

◼ ミャンマーでは2023年10月現在Pillar2の法制化は行われていない。
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ミャンマーの移転価格税制の概要、

各国特有の事項、ホットトピックス
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移転価格税制の概要

移転価格税制導入時期

◼ ミャンマーでは現在、移転価格税制が導入されておらず、規定も存在していない。

◼ 移転価格税制導入の議論はあったが、軍事政権に変わって全て白紙に戻っている状況である（これまで進んでいた議論も白紙となり、
進展する見込みもない）。

◼ ただし、移転価格税制はないものの、一般的な法人税の租税回避や損金不算入の規定に基づき指摘を受ける可能性はある点に
留意が必要である。

01
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お問い合わせ

運営受託：デロイト トーマツ税理士法人

email： info@i-tax-seminar.go.jp

本資料は、関連税法およびその他の有効な典拠に従い、例示の事例についての2023年10月時点における一般的な解釈について述べたもの

です。経済産業省及びデロイト トゥシュ トーマツ リミテッド、そのメンバーファームまたはこれらの関係法人（デロイト トーマツ税理士法人を含むが

これに限らない、以下「デロイトネットワーク」と総称します）は、本資料により専門的アドバイスまたはサービスを提供するものではありません。貴

社の財務または事業に影響を及ぼす可能性のある一切の決定または行為を行う際は、必ず資格のある専門家の適切なアドバイスをもとにご

判断ください。

また本資料中および講演中の発言における、意見にわたる部分は講演者の私見であり、デロイトネットワークの公式見解ではありません。経済

産業省及びデロイトネットワークの各法人は、本資料に依拠することにより利用者が被った損失について一切責任を負わないものとします。

無断転載を禁じます。

本テキストをコピー等で複製することは、社内用、社外用を問わず、執筆者の承諾なしには出来ません。
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